
【緊急対談】技能実習＆特定技能制度

改正案の概要と今後の海外人材採用について



会社概要

本 社

設立/資本

代 表 者

社 員 数

事 業 内 容

『 人 ・ 組 織 ・ 経 営 』 に 関 わ る 課 題 を 解 決 す る 総 合 人 事 サ ー ビ ス を 提 供 し ま す

東京都港区浜松町2-4-1 世界貿易センタービルディング

平成17年8月 50百万円

代表取締役 宮林 利彦

2,035名（グループ連結・2020年12月時点 派遣委託等を除く）

■システム開発

・WEB勤怠管理システム・派遣管理システム

■採用戦略マネジメント

・外国人採用コンサルティング ・外国人ライフサポート

・新卒採用コンサルティング ・応募受付代行

・アウトプレースメントコンサルティング

■各種研修・トレーニングプログラム事業

■ペイロールアウトソーシング事業

■法務・労務・行政コンサルティング

■請負・委託構築コンサルティング

■大学等教育機関へのキャリア形成講座・セミナー事業

有料職業紹介事業許可：13-ユ-304211

株式会社キャムテック





■キャムテック運営サイトのご紹介

技能実習生送り出し機関紹介サイト
【センディングナビ】

留学生コミュニティサイト
【KAJI】

特定技能マッチングサイト
【Intertour】

海外人材マネジメントサービス
【CAMTEC GMS】

海外情報発信メディア
【海外人材TIMES】

技能実習生研修施設紹介サイト
【トレナビ】

海 外 人 材 を 活 用 さ れ る 皆 様 や 、 日 本 で 活 躍 さ れ る 海 外 人 材 の 方 に
価 値 あ る 情 報 を 提 供 し て ま い り ま す 。



外国人採用関連制度改定（案）

技能実習制度を発展的に解消、人材確保と人材育成を目的とする
新たな制度の創設を検討

技能実習

特定技能２号の対象分野の追加
現在2業種→介護を除く11業種

特定技能



技能実習制度改定案(中間報告たたき台)



技能実習制度改定案(骨太の方針)

検討の基本的な考え方

制度目的と実態を踏まえた
制度の在り方(技能実習)

論 点

外国人が成長しつつ、中長期的に活躍
できる制度（キャリアパス）の構築

受入れ見込み数の設定等の在り方

外国人の日本語能力向上
に向けた取組

転職の在り方（技能実習）

管理監督や支援体制の在り方

現行の技能実習制度を実態に即して発展的に解消して人材確
保と人材育成を目的として新たな制度を創設する

新たな制度から特定技能制度への移行がお円滑なものになるよ
う、対象職種や分野を一致させるようにする

生産性向上や国内人材確保のための取組状況の確認、受入れ
見込み数の設定、対象分野の設定等については透明性や予見
可能性を高める

就労開始前に日本語能力の担保方策及び来日後に日本語能力
が段階的に上がる仕組みを設ける。

転籍制限を緩和する。受入れ企業等における人材育成に要する
期間、来日時のコストや人材育成に掛かるコスト等の様々な観
点に留意する。

要件の厳格化などにより適正化を図る。そうした要件は新規の
団体などの審査にも適用する。

新たな制度



今後のスケジュール見込み

・2023年3月24日 中間報告

・2023年秋 最終報告

・2024年春 通常国会
（ただし、税法改正があるため秋の臨時国会に回される可能性もあり）

パブリックコメントを経て、早くて2024年秋ごろ施行？



特定技能 概要

特定技能制度は、国内人材を確保することが困難な状況にある産業分野において、一定の専門性・技能を有する外国

人を受け入れることを目的とする制度です。2018年に可決・成立した改正出入国管理法により在留資格「特定技能」

が創設され、2019年4月から受入れが可能となりました。

①介護 ②ビルクリーニング

③素形材・産業機械・電気電子情報関連製造業

④建設 ⑤造船・舶用工業

⑥自動車整備 ⑦航空 ⑧宿泊

⑨農業 ⑩漁業 ⑪飲食料品製造業 ⑫外食業

•※特定技能1号は12分野で受入れ可。
•下線の2分野（建設、造船・舶用工業）のみ特定技能2号の受入れ可
•※2022年4月の閣議決定及び同年5月の関係省令施行により、「素形材産業」、「産業機械製造業」及び
「電気・電子情報関連産業」の3分野が統合され、「素形材・産業機械・電気電子情報関連製造業」
に一本化されました。

特定産業分野（12分野）



特定技能2号追加について



特定技能2号追加について



製造業特定技能2号 資格要件



数字で見る外国活用状況

【在留人数】(令和5年3月末)
特定技能 １号 在留人数 15万4864人

特定技能 ２号 在留人数 11人

技能実習(1号2号3号)在留人数 32万4940人

監理団体(5月末時点) 3642社

登録支援機関(5月末時点) 8311社



技能実習制度の現状



特定技能在留外国人数



技能実習生に対する賃金



特定技能外国人に対する賃金



技能実習生の借金



特定技能外国人の借金



技能実習生の失踪状況



特定技能外国人の行方不明状況



特定技能外国人の離職状況



特定技能外国人の離職状況


